
国立大学法人一橋大学（法人番号9012405001282）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

　改訂なし

監事

　改訂なし

監事（非常勤）

　改訂なし

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　当該法人の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学
法人、国家公務員等の他、人数規模が同様の民間企業の役員報酬を参考とした。
　学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬2,900万円と比較した場合、同
水準以下であり、また事務次官の年間給与額2,337万円と比べてもそれ以下となっている。
　学長の報酬月額は、法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定している
が、学長の職務内容の特性は法人化移行前と同等以上であると言え、これまでの業績評価の結果を勘
案したものとしている。

  ②令和元年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和元年度における改定内容

　国立大学法人一橋大学役員給与規程により、役員賞与については、文部科学省国立大学法人評価
委員会が行う業務評価の結果を参考にして、その額の100分の10の範囲内で増減することができることと
している。

○令和元年11月22日に公布された改正給与法等の内容に準拠し、以下のとおり改定した。
・賞与支給割合について、0.25月分引き上げ

○令和元年11月22日に公布された改正給与法等の内容に準拠し、以下のとおり改定した。
・賞与支給割合について、0.25月分引き上げ



２　役員の報酬等の支給状況
令和元年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,563 13,284 6,286 1,992
0

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,457 10,740 5,082 1,611
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,457 10,740 5,082 1,611
24

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,627 10,740 5,082 1,611
193

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,400 2,400

千円 千円 千円 千円

1,800 1,800

千円 千円 千円 千円

900 900 R1.9.1

千円 千円 千円 千円

750 750 R1.8.31

注１：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

その他（内容）

A監事
（非常勤）

D理事
（非常勤）

法人の長

A理事

前職
就任・退任の状況

役名

B理事

C理事

C監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事 　該当なし

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

　国立大学法人一橋大学は、日本及び世界の自由で平和な政治経
済社会の構築に資する知的、文化的資産を創造し、その指導的担い
手を育成することを使命としており、学長は、常勤職員数500名を超
える法人の代表として、その業務を総理するとともに、校務をつかさど
り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者の職務を同時に
担っている。
　学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員
報酬2,900万円と比較した場合、同水準以下であり、また事務次官の
年間給与額2,337万円と比べてもそれ以下となっている。
　こうした職務内容の特性や民間企業との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。

　上記使命の実現にあたり、各理事は、「総務、財務、研究」、「教育・
学生、大学経営戦略」、「企画・評価、人事、情報化」の各分野を分担
し、教育研究及び大学運営の職務を担っている。
　理事の年間報酬は、人数規模が同規模である民間企業の役員報
酬2,900万円と比較した場合、同水準以下であり、また事務次官の年
間給与額2,337万円と比べてもそれ以下となっている。
　こうした職務内容の特性や民間企業との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考えられる。

　上記使命の実現にあたり、法人化後、多角的運営判断の重要性が
増す中で、第三者の視点から大学運営の職務を担っている。
　こうした職務内容の特性を踏まえると、報酬水準は妥当であると考
えられる。

　国立大学法人一橋大学の財産状態や業務執行状況を監督し、そ
の健全性を確保する職務を担っている。
　こうした職務内容の特性を踏まえると、報酬水準は妥当であると考
えられる。

　職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国
立大学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水
準は妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和元年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人での在職期間

該当なし

　国立大学法人一橋大学役員給与規程により、役員賞与については、文部科学省国立大学法人評価
委員会が行う業務評価の結果を参考にして、その額の100分の10の範囲内で増減することができることと
している。

判断理由

法人の長 該当なし

理事

　該当なし

該当なし

理事
（非常勤）

該当なし

監事
（非常勤）

法人の長

理事

理事
（非常勤）

監事
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和元年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　国家公務員等の給与水準を十分考慮し、国家公務員等の例に準じた給与水準の決定を
行っている。また、採用の抑制、事務組織の改革、業務の合理化・簡素化等により人件費の削
減に努めている。
　職員給与の支給水準の妥当性を検討するに当たっては、国家公務員等の他、他の国立大学
法人等の給与水準を参考とした。
　令和元年国家公務員給与実態調査によれば、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均
給与月額は411,123円となっており、全職員の平均給与月額は417,683円となっている。

　職員の勤務成績に基づき、一般職員については一般職員評価の評価結果を考慮の上、勤
勉手当の成績率の決定、昇給、昇格の実施を決定し、教育職員については教育職員評価の
評価結果を考慮の上、勤勉手当の成績率の決定を行っている。

○令和元年11月22日に公布された改正給与法等の内容に準拠し、以下のとおり改定した。

【本給表関係の改定内容】
・平成31年4月1日から、一般職員本給表、技能・労務職本給表、教育職本給表、医療職A本給
表、医療職B本給表について、初任給及び若年層（30歳台半ばまで）の本給月額を平均0.1％
引き上げ
・本給表改定に伴う大学院担当調整額の改定（教育職2級）
・本給表改定に伴う昇給時号俸の改定

【諸手当関係の改定内容】
・住居手当の上限を1,000円引き上げ（27,000円→28,000円）
・住居手当の支給対象となる家賃月額の下限の引き上げ（12,000円→16,000円）
・勤勉手当支給月数を0.05月分引き上げ
・役員賞与の支給月数を国家公務員の指定職俸給表適用職員に準じて改定

○その他以下のとおり改定を行った。
・クロスアポイントメント手当及びクロスアポイントメント特別手当を新設



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

417 48.9 8,928 6,406 103 2,522
人 歳 千円 千円 千円 千円

130 43.2 6,520 4,771 93 1,749
人 歳 千円 千円 千円 千円

287 51.5 10,019 7,147 108 2,872
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

【年俸制適用者】

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 42.8 7,746 7,746 73 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 42.8 7,746 7,746 73 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

25 44.9 5,389 5,389 141 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 48.4 3,914 3,914 158 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 42.2 6,548 6,548 128 0

区分 人員 平均年齢
令和元年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

うち所定内

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

教育職種
（外国人教師等）

その他医療職種
（看護師）

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注2：常勤職員のうち、教育職種（外国人教師等）、その他医療職種（看護師）  については、該当者が1人のため、当
該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

注3：常勤職員の区分のうち、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）については該当者がいないため、
記載していない。

注4：在外職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員については該当者がないため、記載していない。

区分 人員 平均年齢
令和元年度の年間給与額（平均）

総額

事務・技術

教育職種
（大学教員）

注1：「全学年俸制教育職員」とは年俸制教育職員のうち、国立大学法人一橋大学全学教育職員給与規則を適用す
る職員である。

注3：区分のうち、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）、教育職種（外国人教師等）、その他の医療職
種（医療技術職員）、その他の医療職種（看護師）については、該当者がないため、記載していない。

うち賞与

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

全学年俸制
教育職員

非常勤職員



②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：教育職員の年齢28-31歳の該当者は2人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそ
れのあることから、年間給与については表示しない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

1

2

19 51.8 8,672

15 51.3 7,383

50 44.3 6,294

10 36.9 5,198

33 33.5 4,839

（大学教員）

平均
人 歳 千円

181 53.9 10,915

63 45.1 8,949

6 37.2 7,391

1

36 53.8 7,059

14,925　～　8,656

助教

注1：助教の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人員の
み表示している。

一般職員 6,708　～　3,802

注1：局長及び部長の該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあること
から、人員のみ表示している。

助手

教授

　　局長

　　課長代理、室長代理、事務長代理、専門員 7,844　～　7,096

　　部長

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

千円

　代表的職位

係長、専門職員 7,499　～　4,867

主任 6,582　～　4,621

分布状況を示すグループ

　代表的職位

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

7,675　～　6,322

准教授 11,381　～　6,940

講師 8,542　～　6,131

人員

（最高～最低）

課長、室長、事務長、次長、主幹 9,086　～　8,115



④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

57.9 56.7 57.3

％ ％ ％

42.1 43.3 42.7

％ ％ ％

         最高～最低 52.6～38.1 52.7～40.3 52.2～39.7

％ ％ ％

58.7 57.4 58.1

％ ％ ％

41.3 42.6 41.9

％ ％ ％

         最高～最低 45.4～37.9 47.5～40.2 45.7～39.6

（教育職員（大学教員））
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

56.5 55.4 55.9

％ ％ ％

43.5 44.6 44.1

％ ％ ％

         最高～最低 49.9～39.2 51.0～40.7 50.5～40.0

％ ％ ％

58.9 57.5 58.2

％ ％ ％

41.1 42.5 41.8

％ ％ ％

         最高～最低 49.7～27.2 53.4～39.4 51.6～35.5

賞与（令和元年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

査定支給分
（勤勉相当）（平均）



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 95.5
・年齢・地域勘案 96.8
・年齢・学歴勘案 93.9
・年齢・地域・学歴勘案 96.4
（参考）対他法人 109.7

105.2

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　53.3％
（国からの財政支出額　6,265百万円、支出予算の総額　11,741百万円：令
和元年度予算）

【累積欠損額について】
累積欠損額0円（令和元年度決算）

【大卒以上の高学歴者の割合について】
83.0％（常勤130名中108名）

【検証結果】
  支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は53.3％となっている
が、対国家公務員の指数の状況については地域勘案、学歴勘案、地域・学
歴勘案のいずれの指数も100以下のため、適切な給与水準であると考えて
いる。

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

講ずる措置 今後も適切な給与水準の維持に努めていく。

　職員の勤務成績に基づき、一般職員については一般職員評価の評価結果を考慮の上、勤
勉手当の成績率の決定、昇給、昇格の実施を決定し、教育職員については教育職員評価の
評価結果を考慮の上、勤勉手当の成績率の決定を行っている。

（扶養親族がいない場合）
事務系職員　22歳（大卒初任給）月額209,530円　年間給与3,122,729円
事務系職員　35歳（係長）　月額316,595円　年間給与5,275,105円
事務系職員　50歳（課長代理）　月額422,740円　年間給与7,137,541円
教育職員　　 28歳（講師）　月額342,930円　年間給与5,790,029円
教育職員　　 35歳（准教授）　月額470,235円　年間給与7,939,447円
教育職員　　 50歳（教授）　月額601,795円　年間給与10,294,305円
※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子1人につき10,000円）を支給

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和２年度の教育職員（大
学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

区　　分

4,833,030 4,658,752 4,617,821

退職手当支給額
288,144 486,739 361,210 457,039

給与、報酬等支給総額
4,792,918

非常勤役職員等給与
1,285,140 1,270,698 1,230,029 1,328,608

7,092,227 7,254,542

福利厚生費
839,771 859,383 842,236 851,074

○非常勤役職員等給与　対前年比　約8%増
職員数増の影響による。

○再広義人件費　対前年比約2%増
上記の影響による。

最広義人件費
7,205,973 7,449,850
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